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Abstract 

 

The recent upsurge of the employment rate of Japanese women seems to cause a widening of earnings 

disparities among married-couple households. Based on panel data derived from the Japanese Panel Survey of 

Consumers (the Institute for Research on Household Economics), we explore women’s employment and 

decisions on their career path at their first birth (continue to work / leave / change jobs), and examine the 

impacts on the family earnings inequality among them. 

Our findings confirm the following three points. First, wives in their 20s and 30s are likely to work if their 

husbands’ earnings are low (Douglas-Arisawa’s Law). Second, wives’ earnings contribute to increase family 

earnings inequality until 2003 but to equalize it after 2008. Third, among couples of working mothers, although 

wives’ earnings have an effect to equalize family earning inequality regardless of wives’ career decisions, the 

effect is larger among the couples of wives who choose to continue to work after the first birth, compared to the 

couples in which wives chose to leave or change jobs after the first birth. 
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和文表題 1 

 

．はじめに

本稿では、妻の就業と所得が夫妻の所得格差に与える影響について検証をおこなう。また、妻の就

業履歴の違いによって、夫妻所得の分布にどのような違いがあるのかについて明らかにする。 
近年、女性の就業率は年々上昇しているが、それに伴い、妻の所得が夫妻で見たときの所得格差に

与える影響も変化していると思われる。従来、妻の就業と夫の所得との間には負の相関が観察されて

おり、この関係はダグラス＝有澤の第二法則と呼ばれている。この法則が成立している場合、妻の就

業は夫の所得を補完することが予想される。即ち、夫の所得で見たときの世帯の所得格差が大きくて

も、夫の所得が低ければ妻が就業する確率が上がるため、妻と夫の所得の合計で見れば、所得格差が

縮小する可能性がある。しかしながら、ダグラス＝有澤の第二法則が成立しない場合、夫妻所得で見

たときの所得格差は更に拡大する。 
図 1 は夫の所得階級別にみた妻の有業率である。1997 年以降、高所得者の夫を持つ妻の有業率が

高くなっており、ダグラス＝有澤法則が認められない。 
 

 
（注１）就業率 有業者数 総数、夫、 妻とも有業者から家族従業者除く（ 年は含む）
（注２） 年は世帯単位
（出所）総務省統計局「就業構造基本調査」より筆者作成

図１ 夫の所得階級別妻の有業率 

 
妻の就業と所得が夫妻所得に与える影響についてはこれまでにもいくつかの研究がある。アメリカ

については、Lehrer and Nerlove(1984)、 Karoly and Burtless (1995)、Cacian and Reed(1998)、
Lehrer(2000)、 Reed and Cacian(2001)、 Pencavel(2006)において Current Population Surveys を

用いた分析がなされている。Karoly and Burtless (1995)では、妻の就業は世帯所得の格差を拡大す

るとしているが、他の研究においては妻の就業は世帯所得の格差を縮小する効果の方が大きいとして

いる。 
日本については、橘木・八木(1994)、安部・大石(2006)、Abe and Oishi(2007)、浦川(2007) 、尾

嶋(2011)による研究がある。これらの研究結果をまとめたものが表 1 である。分析期間は、1960 年代

から 2005 年までがカバーされている。また、分析対象としている世帯類型、年齢、所得、分析手法

は様々であり、単純に比較をすることは難しいが、おおよそ、以下の結果が得られているようである。 
まず、1980 年代後半から 2000 年代前半にかけて、夫婦のみ世帯、夫婦と子どものみの世帯の場合、
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所得格差縮小効果（安倍・大石(2006)、Abe and Oishi(2007)、尾嶋(2011)）が認められているが、 
夫婦と子ども以外の構成員がいる世帯がサンプルに入っている場合、1960 年代後半から 2000 年代前

半にかけて、妻の所得は所得格差拡大効果（橘木・八木(1994)、浦川(2007)）が示されている。ただ

し、夫婦のみの世帯と夫婦と子どものみの世帯でも夫常用雇用者の場合、1995 年から 2000 年代前半

にかけて所得格差拡大効果が確認されている（尾嶋(2011)）。 
加えて、世帯主の年齢が 20-30 代の場合、所得格差拡大効果があるが、40 代以降においては所得格

差拡大効果と縮小効果の両方が観察される（浦川(2007)、尾嶋(2011)）。 
本稿では、分析期間を 1998 年から 2013 年とし、直近における妻所得の夫妻所得格差への影響を検

証する。分析手法は尾嶋（2011）と同様の手法を用い、夫婦のみ世帯、及び、夫婦と子どものみの世

帯における妻と夫の所得のみに注目、非勤労所得は考慮せず、純粋に稼得所得のみに着目した分析を

おこなう。また、夫の就業形態や年齢による違いも考慮する。 
 

（表１）妻の所得と夫妻所得格差に関するこれまでの研究 

 
（出所）筆者作成

 
分析に用いるデータは「消費生活に関するパネル調査」（家計経済研究所）で、1994 年から 2013

年までのデータを使用して、直近の動向を確認する。分析においてはコホート毎の違い、年齢による

違いを確認する。加えて、妻の就業による影響として、就業履歴にも着目して分析をおこなう。近年、

企業において育児と子育ての両立支援の充実が図られるようになり、出産・育児といったライフステ

ージにおいて就業継続を選択する女性も多い。継続的に就業をしている女性とそうでない女性では、

稼得所得に違いが生じることが予想される。本稿ではパネル情報を用いることで、過去の働き方の違

いが妻の所得格差や夫妻の所得格差に与える影響も検証する。 
本稿の意義は、夫婦を単位とする世帯所得をめぐる以下のような文脈から見出すことができる。第

一に、世帯所得において妻の所得が付加的なものではない時代となっていることから、妻の所得が世

帯の所得に与える影響と、さらに、世帯間の所得格差に与える影響について考察することには意義が

あるものと考える。 
第二に、2010 年の国勢調査の家庭類型別一般世帯数をみると、約半数は「夫婦のみ」やあるいは「夫

婦と子どものみ」などからなる核家族世帯から構成されている。30 代以上の現役勤労世帯では、夫婦

橘木・八木(1994) 安倍・大石(2006) 浦川(2007) 尾嶋(2011)

データ 家計調査 所得再分配調査 所得再分配調査 所得再分配調査 SSM調査

分析期間
1966～1991まで5年毎 1987年と2002年 1987年，1990年，1993

年，1996年，1999年，
2002年

1996年，2002年 1985年，1995年，2005
年

分析対象年齢

世帯主年齢～24歳から
80～歳（2人以上の非農
家世帯，夫婦以外の世
帯構成員あり)

世帯主25～59歳（夫婦
のみの世帯と，夫婦と未
婚の子どものみの世帯）

夫が世帯主で1928～
1972年生まれ

世帯主20～59歳（有配
偶世帯，夫婦以外の世
帯構成員あり）

夫30～59歳夫婦

所得の定義

勤労者世帯課税前所
得，年平均1か月間の収
入（妻，夫，その他の構
成員，財産収入）

当初所得（妻と夫の所
得，財産所得等含む）

当初所得（妻と夫の所
得，財産所得等含む）

等価当初所得（妻，夫，
その他の構成員，非勤
労所得）

税込み年収（年金，利
子，家賃収入含む）（妻
と夫の所得）

分析手法 Gini係数の要因分解 HSCV(コホート分析) Gini係数の要因分解 Gini係数の比較

妻所得の夫妻所得格
差への効果

不平等度への貢献度が
66年から91年にかけて
年々増加

2時点で所得格差縮小
効果

所得格差縮小効果 90年代半ばから2000年
代初頭にかけて所得格
差拡大効果

夫年齢計で3時点で所得
格差縮小効果

所得格差拡大効果は若
年者においてより顕著

夫30代で3時点所得格
差拡大効果
夫40代と夫50代では3時
点で所得格差縮小効果
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和文表題 3 

 

を核とする世帯構成の割合はさらに高まる。このことから、妻の所得が夫妻単位の所得格差に対し、

どのような影響を持つかを精査することは、社会全体の所得格差の解明にも通じる。 
第三に、近年日本でも育児休業制度などのワーク・ライフ・バランス施策が企業や社会において普

及しつつある。ワーク・ライフ・バランス施策の目的の 1 つは、女性が継続的に就労できるよう支援

することである。本研究により、ワーク・ライフ・バランス施策の意義を所得分配の観点から検討す

ることができる。 
以下では、第 2 節で妻の就業と所得が夫妻所得の格差に与える影響について検証をおこなう。次に

第 3 節で妻の就業履歴の違いが夫妻所得の格差にどのような差異を与えているのかについて分析をお

こなう。最後に第 4 節で結論を述べる。 
本稿の分析から得られた結論は以下のとおりである。まず、ダグラス＝有澤の第二法則が成立する

のは妻が若い年代の時であること、また、若いコホートでは夫の所得水準に関わらず平均的に就業率

が上昇しているが、ダグラス＝有澤の第二法則がより強くなっていること、妻の所得割合については、

妻の年齢が上昇するほど割合が上昇する傾向があり、若いコホートほど、特に、夫低所得層において、

所得割合が高くなっていることが明らかとなった。 
妻の所得の夫妻所得の格差への影響については、2000 年代初めまでは夫妻所得の格差拡大に、2000

年代後半以降は格差縮小に働いている。夫正規就業の場合、2000 年代以降から格差縮小に働いている。

夫 30 代では、妻の所得は夫妻の所得格差拡大に作用しているが、夫 40 代では、妻の所得は夫妻の所

得格差縮小に作用している。コホート別でみると、各コホートとも妻の年齢が 20-30 代では妻所得は

夫妻所得格差拡大効果を、40 代では縮小効果を持つ。 
妻の働き方を就業継続と離転職に分けた場合、妻所得と夫妻所得のジニ係数は離転職グループの方

が大きい。また、妻所得は就業継続者と離転職者の両グループにおいて夫妻所得の格差を縮小させる

効果を持つが、就業継続グループの方が格差縮小効果が大きい。今後、仮に就業継続者が増加する場

合、妻の所得は夫妻所得格差をより縮小する方に作用することが示唆される。 
 
．妻の就業が夫妻の所得格差に与える影響

本節では、妻の就業と所得が夫妻の所得格差に与える影響について検証をおこなう。分析に用いる

データは、公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査 Japanese Panel Survey of 
Consumers : JPSC」(1994-2013 年分)である。調査対象は、1993 年調査開始時に 24-34 歳であった

女性(CohortA)と、その後追加された 24-27 歳(1997 年～、CohortB)、24-28 歳(2003 年～、CohortC)、 
24-28 歳(2008 年～、CohortD)、24-28 歳(2013 年～、CohortE)とその配偶者(男性)から構成されてい

る。即ち、分析では 25-53 歳の女性を対象とする。また、分析では単婚核家族世帯のみを対象とし、

夫婦と未婚の子ども以外の親族（夫婦の親や兄弟姉妹等）が同居する世帯は含めない。 
所得の定義は、稼働所得（勤め先の収入、事業収入）を消費者物価指数で実質化したものを用いて

いる。ここでは、夫妻の所得に関する話を中心とするため、それぞれの稼働所得のみを取り扱ってい

る。また、平均値±3σを超えるサンプルは除外している。 
まず、夫の所得別・コホート別に妻の就業率と所得割合が妻の加齢と共にどのように推移するのか

を確認する。図 2 は夫の就業形態について、正規・非正規を合わせた計の結果である。夫の所得が第

1 四分位のサンプルを夫低所得グループ、第 4 四分位のサンプルを夫高所得グループとする。 
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．妻の就業が夫妻の所得格差に与える影響
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（注１）夫低所得：夫の所得の第 四分位、夫高所得 夫の所得の第 四分位
（注２）妻所得割合 妻の所得 夫妻の所得×
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

図２ 妻の就業率・妻の所得割合の推移（夫所得別・コホート別・夫就業形態計） 

 
夫低所得と夫高所得のどちらのグループにおいても、妻の年齢が上昇するとともに、その就業率と
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後で推移しており、夫の所得による違いが顕著でないが、1970 年以降生まれのコホートでは、夫低所

得グループの方の妻が 20-30 代の時期の就業率が高い水準となっている。したがって、妻の年齢が

20-30 代で、かつ、若いコホートにおいてダグラス＝有澤の第二法則は成立しているが、妻の年齢が

40 代になると成立しなくなる、また、妻の年齢が若い時期にダグラス＝有澤の第二法則が強くなって

いることが確認できる。ただし、1970 年代生まれ以降の 40 代以降の動きについては今後の調査結果

を待つ必要がある。 
図 3 は、夫の就業形態が正規就業のサンプルについて、夫の所得別・コホート別に妻の就業率と所

得割合を見たものである。夫が正規就業の場合についても図 2 とほぼ同様の結果を確認することがで

きる。ただし、夫が正規就業の場合、夫高所得の方が妻の就業率が高いコホートもある。例えば、
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1960-64 年生まれでは妻が 40 代の時の就業率が夫高所得で高いことが示される。 
 

 
 

 
（注１）夫低所得：夫の所得の第 四分位、夫高所得 夫の所得の第 四分位
（注２）妻所得割合 妻の所得 夫妻の所得×
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

図３ 妻の就業率・妻の所得割合の推移（夫所得別・コホート別・夫正規就業） 

 
したがって、ダグラス＝有澤の第二法則についていえば、それが成立するのは妻が若い年齢の時で

あること、また、若いコホートは平均的な就業率が上昇しているが、ダグラス＝有澤の第二法則がよ

り強くなっていることが示される。図 1 では総務省「就業構造基本調査」の集計データを用いて、夫

の所得別の妻の就業率の推移を確認したが、年々、夫の所得が高い層で妻の就業率が上昇している背

景として、夫高所得において、若いコホートにおける年齢が若い時期の就業率が上昇したことと 40
代などの年齢が高い女性の就業率が高いことが背景にあることが示唆される。 

所得割合については、妻の年齢が上昇するほど割合が上昇する傾向があり、若いコホートほど、特

に、夫低所得層において、所得割合が高くなっているといえる。 
次に所得源泉別でジニ係数の比較をする。尾嶋(2011)と同様の手法を用い、夫のジニ係数と夫妻合

計所得のジニ係数を比較し、妻所得が夫妻の所得格差に与える影響を確認する。 
表 2 は所得源泉別、調査年別、夫の年齢別でみたジニ係数である。夫年齢計でみた夫妻所得のジニ

係数は、90 年代から 2000 年代前半にかけて、一度上昇し、その後、2000 年代後半、2010 年代にか

けてわずかに低下するものの、1990 年代後半と比べると高止まりしている。夫所得もほぼ同様の動き

を見せている。妻所得では、90 年代から 2000 年代にかけて低下し、2010 年代前半に反転し上昇し

ている。 
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夫の年齢別にみると、30 代では、夫所得のジニ係数は、前述の年齢計と同様に、90 年代から 2000
年代前半にかけての上昇とその後の高止まりが観察される。40 代では、90 年代からの上昇が 2008
年まで継続し、2010 年代で減少する。 

妻所得のジニ係数は、30 代では、前述の年齢計と同様に、2000 年代まで減少するが、2010 年代で

上昇している。40 代も同様の推移を見せる。 
 

（表２）所得源泉別ジニ係数の変化（夫の年齢別）  

 
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

 
即ち、夫所得と夫妻所得のジニ係数は 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけて上昇、      

2000 年代前半から 2010 年代前半にかけて逓減するものの高止まり、一方、妻所得のジニ係数は 1990
年代後半から 2000年代後半にかけて低下、2000年代後半から 2010年代前半にかけて上昇している。 

妻所得の夫妻所得の格差への影響は、夫妻所得のジニ係数から夫所得のジニ係数を減じることで見

ることができる（表の「（3）－（1）」列）。この値が正ならば夫妻合算では格差が拡大し、負であれ

ば妻の所得により格差が縮小することになる。夫年齢計を見ると、1998 年と 2003 年では妻の所得は

夫妻所得格差を拡大させる効果を持ち、2008 年と 2013 年では、縮小させる効果を持っている。夫正

規就業の場合、2000 年代以降から格差縮小に働いている。夫 30 代では、夫の所得格差は夫妻の所得

格差よりも小さく、妻の所得が夫妻の所得格差拡大に作用している。夫 40 代では、夫の所得格差が

夫妻の所得格差よりも大きく、妻の所得が夫妻の所得格差縮小に作用している。 
 

夫・就業形態計 夫・正規就業 

 

(1)夫所得 (2)妻所得 (3)夫妻所得 夫所得 妻所得 夫妻所得
1998年
2003年
2008年
2013年
合計
1998年
2003年
2008年
2013年
合計
1998年
2003年
2008年
2013年
合計

夫・就業形態計 夫・正規就業

30～39歳

40～49歳

年齢計

夫年齢 調査年
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（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

図４ ジニ係数の推移：夫の所得（コホート別） 

 
次に、出生コホート別に夫所得、妻所得、夫妻所得のジニ係数が妻の加齢と共にどのような推移を

しているのかを確認する。図 4 は夫所得のジニ係数の推移であるが、加齢とともに上昇しており、特

に 1960 年代生まれにおいて顕著である。全コホートが回答している 20 代後半をみると、1980 年代

前半生まれでジニ係数が高い。 
図 5 は妻所得のジニ係数の推移である。妻所得のジニ係数は加齢とともに低下している。理由の一

つとして、結婚・出産が集中する 20 代から 30 代前半にかけては就業している者とそうでない者との

間の所得のばらつきが大きいが、30 代後半以降に徐々に労働市場に復帰していき、稼働所得を得る者

が増加することで、ジニ係数が縮小していくと考えられる。また、1960 年代など早く生まれたコホー

トほど、ジニ係数が高い傾向がある。 
 

夫・就業形態計 夫・正規就業 

 
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成
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夫・就業形態計 夫・正規就業 

 
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

図６ ジニ係数の推移：夫妻の所得（コホート別） 

 
図 6 は夫妻所得のジニ係数の推移である。どのコホートでも夫妻所得のジニ係数の動きは夫所得の

ジニ係数の動きと類似しており、夫妻所得における夫所得の影響の大きさが確認できる。20-30 代の
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若い年齢では夫所得の格差よりも夫妻所得の格差の方が大きく、加齢とともに夫妻所得の格差の方が

小さくなる。これは表 2 と整合的であり、妻所得は年齢が若い間は所得格差を拡大させる効果を、年

齢が高くなると所得格差を縮小させる効果を持つことが示唆される。 
1960-64 年生まれでは加齢とともに、ジニ係数が上昇しており、夫所得のジニ係数の上昇を反映し

ていると思われる。ただし、夫所得のジニ係数の上昇よりも夫妻所得のジニ係数の上昇幅が小さいの

は、妻所得のジニ係数が加齢とともに低下するためであろう。他のコホートについては加齢とともに

ジニ係数が低下している。また、75-79 年コホートでジニ係数が高いが、これはこのコホートで夫所

得のジニ係数が高いためと考えらえる。 
したがって、夫所得については若いコホートでジニ係数が高く、加齢とともに上昇、妻所得は若い

コホートでジニ係数が低く、また、各コホートとも加齢とともに低下、夫妻所得は若いコホートでジ

ニ係数が高く、加齢とともに低下するが、60-64 年生まれコホートでは 40 代で上昇している。各コホ

ートとも妻の年齢が 20-30 代では妻所得は夫妻所得格差拡大効果を、40 代では縮小効果を持つといえ

る。 
妻の所得効果が年齢で異なるのは、妻の就業率が変化するためと考えられる。30 代の頃は妻の就業

率が低いが、40 代になると就業率が上昇する。妻の就業率が低い時には妻所得の格差が大きいと考え

られるため、それが夫妻所得の格差拡大に寄与すると考えられる。 
 
．妻の就業履歴別でみた夫妻の所得格差

前節において妻の就業率の上昇が、夫妻の所得格差に何等かの影響を与えていることが示唆された

が、ひとくちに就業率の上昇といっても、労働市場への参入退出を頻繁におこなっている場合と、継

続的に一つの仕事に就いている場合では、所得水準には大きな違いが生じる。また、そのことは夫妻

所得の格差にも影響を与える。本節では、パネルデータの情報を生かし、妻を就業継続者と離転職者

に分け、働き方の違いが夫妻の所得格差に与える影響を検証する。 
以下では、就業継続者を第 1 子出産前後（出産前、 出産、 出産 1 年後）の 3 時点において就業を

していた者とし、離転職者を 3 時点のいずれかで、離職あるいは転職した者とする。所得の情報は出

産 2 年後以降を利用した。 
 

（表３）妻の就業履歴別平均所得と所得割合 

 
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

 

全体 30歳代 40歳代 全体 30歳代 40歳代
計
就業継続
離転職

全体 30歳代 40歳代 全体 30歳代 40歳代
計
就業継続
離転職

夫の所得 (万円) 妻の所得 (万円)

夫妻合計所得 (万円) 妻の所得÷夫妻の所得　(％)
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表 3 は就業継続・離転職別の夫・妻・夫妻所得の平均値と妻の所得割合を夫の年齢別でみたもので

ある。夫の平均所得は両グループ間で大きな差はないが、夫 40 代では就業継続者の夫の平均所得が

高い。妻の平均所得は就業継続者と離転職者の間の差が非常に大きい。夫妻合計所得、及び、夫妻所

得に占める妻の所得割合についても就業継続者の方が高い水準となっている。 
カーネル密度推定量でみたグループ別の所得分布を図 7 に示した。夫所得、妻所得、夫妻所得とも

に就業継続者のグループで所得分布の中央値が高く、また、より所得水準が高いところで分布が厚く

なっていることが確認できる。 
 
夫所得 妻所得 

 
夫妻所得 

 
（注１） ：就業継続者、 ：離転職者
（注２）各図の横軸は年収（万円）
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

図７ 妻の就業履歴別所得分布（カーネル密度推定量、夫年齢計） 

 
最後に、就業継続者と離転職者の各グループごとに妻の所得が夫妻所得の格差に与える影響を検証

する。表 4 は夫・就業形態計と正規就業者について、夫所得、妻所得、夫妻所得のジニ係数と、夫所

得と夫妻所得のジニ係数の差をみたものである。 
まず、夫・就業形態計及び夫・正規就業の両方において、妻所得と夫妻所得のジニ係数は離転職グ

ループの方が大きい。夫 30 代よりも 40 代の方が、継続就業者と離転職者の両方で夫所得と妻所得の

ジニ係数が大きい。夫妻所得の格差への影響については、就業継続者と離転職者の両グループが夫妻
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所得の格差を縮小させる効果を持つが、就業継続グループの方が格差縮小効果が大きいことが示され

る。今後、仮に就業継続者が増加する場合、妻の所得は夫妻所得格差をより縮小する方に作用するこ

とが示唆される。 
 

（表４）妻の就業履歴別ジニ係数（夫年齢別） 

 
（出所）公益財団法人家計経済研究所「消費生活に関するパネル調査」 年 より筆者作成

 
．おわりに

本稿では、妻の就業と所得が夫妻の所得格差に与える影響について検証をおこなった。また、妻の

就業履歴の違いによって、夫妻所得の所得格差にどのような差異が生じるのかについて検証した。 
分析の結果から以下の点が明らかとなった。まず、ダグラス＝有澤の第二法則は、それが成立する

のは妻が若い年代の時であること、また、若いコホートでは夫の所得水準に関わらず平均的な就業率

が上昇しているが、ダグラス＝有澤の第二法則がより強くなっていること、妻の所得割合については、

妻の年齢が上昇するほど割合が上昇する傾向があり、若いコホートほど、特に、夫低所得層において、

所得割合が高くなっていることが明らかとなった。 
妻所得の夫妻所得の格差への影響については、2000 年代初めまでは夫妻所得の格差拡大に、2000

年代後半以降は格差縮小に働いている。夫正規就業の場合、2000 年代以降から格差縮小に働いている。

夫 30 代では、妻の所得は夫妻の所得格差拡大に作用しているが、夫 40 代では、妻の所得は夫妻の所

得格差縮小に作用している。コホート別でみると、各コホートとも夫の年齢が 20-30 代では妻所得は

夫妻所得格差拡大効果を、40 代では縮小効果を持つ。 
妻の働き方を就業継続と離転職に分けた場合、妻所得と夫妻所得のジニ係数は離転職グループの方

が大きい。また、妻所得は就業継続者と離転職者の両グループにおいて夫妻所得の格差を縮小させる

効果を持つが、就業継続グループの方が格差縮小効果が大きい。今後、仮に就業継続者が増加する場

合、妻の所得は夫妻所得格差をより縮小する方に作用することが予想される。 
今後の課題として、所得格差の要因分解をおこない、夫妻所得格差の拡大あるいは縮小要因が妻の

就業率の上昇によるものか、あるいは、就業継続が増加したことによるものか、あるいは、所得自体

に格差が拡大したのかを明示的に分析する必要がある。また、どのような属性の夫妻が高所得層にな

るのかなど、高所得世帯、低所得世帯の世帯属性を明らかにすることも必要である。 
また、本稿では世帯を有配偶世帯であり、かつ夫婦のみあるいは子どもで構成される核家族を分析

対象としたが、親との同居を含めた三世代世帯や世帯構成員を増やすなど対象を拡大することも考え

られる。また、ライフ・イベント（第 1 子出産）を経験したカップル、かつ出産前後の妻の就業情報

が確認できる対象者に限定したが、DNKS などの有配偶世帯、あるいは単身世帯を含めた上で、どの

(1)夫所得 (2)妻所得 (3)夫妻所得 (1)夫所得 (2)妻所得 (3)夫妻所得
年齢計
　就業継続
　離転職
夫30歳代計
　就業継続
　離転職
夫40歳代計
　就業継続
　離転職

夫・就業形態計 夫・正規就業
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ようなライフコースが所得格差に影響を与えるのかについても分析することができる。以上は今後の

課題である。 
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